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電力広域的運営推進機関 

 

平成２９年度（２０１７年度）の事業報告書および財務諸表について 

 

 

 平成２９年度（２０１７年度）の事業報告書（第３号議案）及び決算報告書

（第４号議案）については、広域機関の総会の議決を経た上で、監事の意見

書を添付し経済産業大臣に提出し承認を得ることが必要。 

 なお、本議案は、今後の総会又は経済産業大臣への承認等に際して、変更が

あり得る旨、御留意いただきたい。 

 

【事業報告】 

 平成２９年度（２０１７年度）事業計画書を基に、主に次の事項を記載。 

 

・平成３０年度（２０１８年度）供給計画の取りまとめ 

容量市場創設時及びその先を見据えた安定供給確保や、冬季を含めた残

余需要最大時の需給バランス評価の必要性及び中長期的な調整力の確保

に関する意見を付して、３月３０日に経済産業大臣に送付した。 

・夏季及び冬季の電力需給検証 

夏季及び冬季の需要期における電力需給状況について検証等を実施し、

全国大で電力の安定供給に必要な供給予備率３％以上の確保を確認した。 

・電源入札等の実施要否 

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会にて平成２９年度（２０

１７年度）供給計画の取りまとめ結果による需給バランス評価等の結果、

２０１７年度から２０２６年度の期間を通じて供給予備力が基準を上回

ることが確認できたため電源入札の検討開始は不要と判断した。 

同様に、平成３０年度（２０１８年度）供給計画の取りまとめ結果によ

る需給バランス評価等の結果、２０１８年度における電源入札の検討開始

も不要と判断した。２０１９年度から２０２７年度までの期間については、

２０２１年度以外で供給予備力が基準を上回ることを確認し、今後の変更

供給計画の届出と、それに伴う需給バランスを確認したうえで電源入札等

の検討開始の要否判断を行うこととした。 

・容量市場の導入に向けた検討 

容量市場について、制度設計と業務体制整備の両面から検討を行った。

制度設計に関しては、容量市場の在り方等に関する検討会を設置し、オー

クション及び精算の考え方等について議論を行った。業務体制整備に関し

ては、２０２０年度の初回オークションに向け、業務量の想定や処理フロ

ー、業務システムの設計について検討を開始した。 
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・広域系統長期方針及び広域系統整備計画の策定 

広域連系系統の合理的な設備形成を目指し、想定潮流の合理化に関する

統一した考え方の取りまとめや、日本版コネクト＆マネージに関する取組、

系統アクセス業務の在り方に関する検討等を行った。さらに、東京中部間

連系設備及び東北東京間連系線に係る広域系統整備計画の両計画につい

て、進捗に応じコスト等検証を行った。 

・調整力のあり方の検討 

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会において、一般送配電事

業者が調整力として常時確保する電源等の必要量等を示した。 

また、需給調整市場の創設に向け、「調整力の細分化及び広域調達の技

術的検討に関する作業会」を設置し、広域的な調整力運用も視野に入れた

必要な調整力の量、質、条件等の技術的検討を行った。更に、「需給調整

市場検討小委員会」を設置し、需給調整市場に係る技術的課題及び市場運

営の課題の検討・審議を行った。 

・連系線利用ルールの見直し検討 

２０１８年１０月予定の間接オークション導入に向け、制度移行を円滑

に行えるよう、ルール概要及び業務見直し内容等に関する事業者説明会を

２回開催するとともに、広域機関システムの改修に向け設計・プログラム

製作を行い、組合せ試験まで進捗した。 

・システム開発の実施 

広域機関システムは開発が遅延した一部機能及び、システム安全稼働を

目的とした改良を進め、２０１８年４月には完了する見通しを得た。さら

に、今後の開発遅延の防止、システムの信頼性向上を目的に、広域機関シ

ステムの開発に関する第三者評価委員会からの再発防止策等に関する答

申に対し、本機関の方針を定め、プロジェクト体制の確立、プロジェクト

計画書の策定、直接・間接レビューの実施、システム要員の強化等を行っ

た。加えて、情報システムの導入・改良等における適切なマネジメントを

行うための体制を確立すべく、情報システム管理規程を制定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

 

 

 

【決算報告書】 

 

【収入支出決算】 

 収入支出決算については、収入決定済額が６８億７千万円、対予算比２億４

千万円の増、支出決定済額は４７億５千万円で対予算比１８億７千万円の減

となった。 

 

 収入差の主要因については、 

・前年度よりの繰越金 剰余見込想定差  ２億４千万円増 

 

 支出差の主要因については 

・人件費                      １億８千万円減 

職員の計画人員や給与水準が当初の想定を下回ったこと等によるもの 

１億２千万円減 

職員給与が想定を下回ったことによる法定厚生費の減等  ４千万円減 

 

・固定資産関係費                 １０億２千万円減 

    有形固定資産取得費       ７千万円減 

（広域機関システムリース料繰延   １億円減） 

    無形固定資産取得費     ９億３千万円減 

     （広域機関システムリース料繰延 ８億２千万円減） 

 

・運営費他                     ６億６千万円減 

  運営費 

委託費（調査委託の計画取りやめや繰延等）    ２億９千万円減 

  支払利息・予備費 

支払利息（広域機関システムリース料繰延等）     １億２千万円減 

予備費の使用なし                  １億９千万円減 

 

【支出予算の流用】 
 予算総則で定めた役職員給与、退職給与引当金繰入などの経費についての流

用はなかった。 

 
【収入支出予算の弾力条項】 
 一般会費において、予算額に比して収入が増加したが、総会運営等の必要経

費に充当した。 
 
【給与等の制限】 
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 予算において予定した役職員の定員数の増加及び給与の基準をこえた支給
はなかった。 


